
物品役務等の名称及び数
量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在
地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によること
とした会計法令の根
拠条文及び理由（企
画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備　　考

Ｈ１９日光砂防管内巡視
業務

分任支出負担行為担
当官関東地方整備局
日光砂防事務所長
田中　秀基
栃木県日光市萩垣面
２３９０

平成19年4月2日
(社)関東建設弘済会
東京都千代田区大手
町２－６－２

本業務の実施にあたり、参加
者の有無を確認する公募方式
により、当該業者以外から、
参加意思確認書の提出がな
かったため、当該業者が参加
資格条件を遂行できる唯一の
契約対象である。
会計法２９条の３第４項、予
決令第１０２条の４第３号

非公表 \15,225,000 非公表

Ｈ１９日光電子複写機賃
貸借及び保守業務

分任支出負担行為担
当官関東地方整備局
日光砂防事務所長
田中　秀基
栃木県日光市萩垣面
２３９０

平成19年4月2日

コニカミノルタテク
ノ東京(株)千葉支社
千葉県千葉市中央区
中央３－１０－４

本業務は、日光砂防事務所に
おいて使用している、電子複
写機の継続的な使用と保守及
び消耗品の供給（以下「賃貸
借等」という。）を行うもの
である。
当該賃貸借等に関しては、平
成１７年度に電子複写機の３
６ヶ月継続使用を条件に加え
た一般競争入札を行い当該業
者と賃貸借契約を締結したも
のであり、既存製品の賃貸借
等を行えるのは当該業者以外
にはいない。
会計法２９条の３第４項、予
決令第１０２条の４第３号

非公表
予定調達総額

\2,124,732
非公表

本契約は
単価契約
である

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）



物品役務等の名称及び数
量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在
地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によること
とした会計法令の根
拠条文及び理由（企
画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備　　考

Ｈ１９日光砂防事務所庁
舎防犯管理業務

分任支出負担行為担
当官関東地方整備局
日光砂防事務所長
田中　秀基
栃木県日光市萩垣面
２３９０

平成19年4月2日

北関東綜合警備保障
(株)
栃木県宇都宮市不動
前１－３－１４

　本業務は、日光砂防事務所
において、警報機器等を設置
し、夜間及び休日等職員不在
時の庁舎内を常時監視し、盗
難、火災の予防もしくは、早
期発見及び被害の拡大を防止
するものである。
　当該業者は、官庁関係の同
種業務に実績があり警備業法
及び関係諸法規を厳守してい
る。当事務所庁舎に平成１２
年度より１階執務室及び廊
下、平成１６年度に２階及び
災害対策室並びに平成１８年
度に日光出張所及び藤原出張
所に各種警備機器を設置して
いる。防犯管理業務において
は、異常発生時に速やかに現
場に急行できる体制が整備さ
れており、円滑で適正な運用
管理を実施している。
　現警報機器等の適正な運用
管理ができるのは当該機器の
設置業者である当該業者のみ
であり、経費の削減にもな
る。以上の理由から当該業者
と随意契約を行うものであ
る。
会計法２９条の３第４項、予
決令第１０２条の４第３号

非公表 \1,323,000 非公表



物品役務等の名称及び数
量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在
地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によること
とした会計法令の根
拠条文及び理由（企
画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備　　考

Ｈ１９日光砂防広報活動
等委託業務

分任支出負担行為担
当官関東地方整備局
日光砂防事務所長
田中　秀基
栃木県日光市萩垣面
２３９０

平成19年4月3日

クリエイティヴ　ア
ダック(株)
東京都渋谷区千駄ヶ
谷３－２７－２

本業務は、広報活動を通じ砂
防事業及び土砂災害防止に関
する理解と関心を深めるとと
もに、土砂災害の防災知識の
普及を図り、被害の軽減に資
することを目的とし、各種イ
ベントの企画・運営・実施等
を行うものである。
　業務の遂行に当たっては、
高度な企画能力が求められる
とともに、特に業務に対する
構想力や応用力が不可欠であ
る。このため、当業務は業者
選定に際しては企画競争方式
により企画提案を求めた。当
該業者は最も優れた企画提案
を行った。
　このことから、本業務の目
的を適切かつ効率的に執行す
るに当たっては、当該業者と
随意契約を結ぶことが最も妥
当と判断される。
会計法２９条の３第４項、予
決令第１０２条の４第３号

非公表 \12,390,000 非公表



物品役務等の名称及び数
量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在
地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によること
とした会計法令の根
拠条文及び理由（企
画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備　　考

Ｈ１９土砂災害防止月間
日光砂防紙面広報業務

分任支出負担行為担
当官関東地方整備局
日光砂防事務所長
田中　秀基
栃木県日光市萩垣面
２３９０

平成19年4月13日
(株)下野新聞社
栃木県宇都宮市昭和
１－８－１１

本業務の目的は、土砂災害防
止月間及び出水・台風期に合
わせ、水害・土砂災害に対す
る「防災・減災」についての
県民の理解と関心を深める事
及び、砂防などの治水事業が
水害・土砂災害から人命や財
産を保全していることなどを
広く県民に広報することであ
る。
本業務の履行にあったては、
生活者の視点で、地域に密着
した情報収集・企画能力が求
められる。また、読者に高い
信頼と評価がえられているこ
とも不可欠であることから、
栃木県地方紙が最適である。
当該企業は、栃木県内唯一の
地方紙である。
また、発行部数では、３０万
部を超え、県内では他紙を大
きくリードしていることか
ら、広報効果も最も高いと判
断される。
また、鬼怒川流域における砂
防などの治水事業に関する記
事を継続的に掲載するなど、
治水事業の社会的使命につい
ても熟知している。
これらのことから、本業務を
適切かつ効率的に執行するに
当たっては、当該業者と随意
契約を結ぶことが最も妥当と
判断される。
会計法２９条の３第４項、予
決令第１０２条の４第３号

\3,454,500 \3,454,500 100%



物品役務等の名称及び数
量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在
地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によること
とした会計法令の根
拠条文及び理由（企
画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備　　考

Ｈ１９日光砂防紙面広報
業務

分任支出負担行為担
当官関東地方整備局
日光砂防事務所長
田中　秀基
栃木県日光市萩垣面
２３９０

平成19年7月31日
(株)下野新聞社
栃木県宇都宮市昭和
１－８－１１

本業務は、水害・土砂災害に
対する「防災・減災」につい
ての県民の理解と関心を深め
るとともに、砂防などの治水
事業が、水害・土砂災害から
人命や財産を守ること等を広
く県民に広報することを目的
とする。
業務の履行にあったては、栃
木県民に地方紙として生活者
の視点で、地域の生活にしっ
かり根ざした新聞として、地
域行政はもとよりきめ細かな
ネットワークを活かした、さ
まざまな県内のニュース、通
信ネットによる国内外の
ニュースをくまなく掌握・分
析し、正確で示唆に富む報道
を続けるなど、読者に高い信
頼と評価が得られていること
が不可欠である。
下記業者は、栃木県の地方紙
として発行部数３０万部を数
え普及率は半数弱におよび、
県内では他紙を大きくリード
している。今年度においても
砂防事業に関する企画を掲載
するなど、砂防事業の社会的
使命についても熟知してい
る。
これらのことから、本業務の
目的を適切かつ効率的に執行
するに当たっては、当該業者
と随意契約を結ぶことが最も
妥当と判断される。
会計法２９条の３第４項、予
決令第１０２条の４第３号

\20,307,000 \20,307,000 100%



物品役務等の名称及び数
量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在
地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によること
とした会計法令の根
拠条文及び理由（企
画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備　　考

（注2）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

本業務は、日光砂防事務所の
砂防事業に対する取り組みを
映像を通し、広く一般の方に
広報することを目的にするも
のでる。当事務所は、住民の
生命と財産を守る役割を果た
すことはもとより、日本を代
表する、自然・歴史的世界文
化遺産（二社一寺等）の保全
とともに、多くの観光客の安
全と地域の保全を図り、日光
地域の活力ある地域振興のた
め砂防事業に取り組んでい
る。当事務所がこれまで取り
組んできた、歴史・文化の保
全保護及び今後の砂防事業の
重要性を、広く一般の方に広
報するために、映像を作成す
るものである。この映像は、
フォーラム「世界遺産日光の
未来（仮称）」のインサート
用で取り上げられ、フォーラ
ムの模様は、ＮＨＫで放映さ
れ、その一部に映像が使用さ
れる予定である。日光砂防の
事業が日光の文化遺産を守っ
てきたことを広く広報される
ことから、非常に効果の高い
結果を得るものである。本業
務の履行にあたっては、当事
務所の広報として求める内容
を映像化すること。さらに、
フォーラムの模様はＮＨＫで
放映され、番組の一部に使用
される予定であり、これに対
応が可能な映像であることが
必要である。当該業者は、こ
れまでも、広報用の映像を多
く手がけ、業績に定評があ
り、砂防事業を広報するのに
効果的な映像を制作できる。
また、ＮＨＫの教養、教育番
組の９０％以上を制作してお
り、フォーラムにおける広報
効果の高い映像の制作に熟知
しているとともに、ＮＨＫの
番組に使用されるために映像
の制作が可能な唯一の業者で
ある。これらのことから、本
業務を適切かつ効率的に執行
するに当たっては、当該業者
と随意契約を結ぶことが、
フォーラムにおける広報及び
ＮＨＫの番組で使用される映
像を制作するため最も妥当と
判断される。よって、会計法
２９条の３第４項、予決令第
１０２条の４第３号の規定に
より随意契約を結ぶものであ
る。

Ｈ１９日光砂防映像広報
業務

分任支出負担行為担
当官関東地方整備局
日光砂防事務所長
田中　秀基
栃木県日光市萩垣面
２３９０

平成19年9月13日

(株)ＮＨＫエディ
ケーショナル
東京都渋谷区神山町
９－２

\4,268,250 \4,258,000 99.7%

（注1） 公表対象随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約で
ある旨及び契約金額欄に単価を記載した場合には予定調達総額を記載する。


